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　　　平成 １５ 年 ３ 月期       決算短信（連結）　        平成１５年５月２９日

会 社 名    ＹＫＫ株式会社           　　　　　       上 場 の 有 無      非上場

本 社 所 在 地             東京都千代田区神田和泉町１番地

問 合 せ 先    責任者役職名    上席常務　グループ経営センター長

                       氏        名   坂田　保       　　　　　　　　　ＴＥＬ   (03)3864-2044

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　　　　　　　中間配当制度の有無      無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．平成１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

  （１）連結経営成績                                    （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

     　　売　　上　　高    　　営　業　利　益    　　経　常　利　益

 平成１５年３月期

 平成１４年３月期

              百万円      ％

   ４７３，３０７（　２９．８）

   ３６４，５５４（△　１．３）

           百万円       ％

  ２７，７３８（　４１．５）

  １９，６０７（△４９．２）

           百万円       ％

  ２０，６３９（　２５．３）

  １６，４７５（△５４.２）

当　期　純　利　益 １株当たり

当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

 平成１５年３月期

 平成１４年３月期

              百万円      ％

    １３，４５２（　８２．０）

    　７，３９３（△５９．４）

               円

   １１，６１１

   　６，７０４

         ％

   ３．６

   ２．１

          ％

    ２．９

    ２．５

         ％

  　４．４

４．５

  （注）  １．持分法投資損益　　平成１５年３月期　△１９８百万円　　　平成１４年３月期　△７７６百万円

  　　　  ２．期中平均株式数　　平成１５年３月期　１,１５５,８１３.９６株　平成１４年３月期　１,１０２,７４６

株

　　　　　３．会計処理の方法の変更    なし

　　　　　４. 売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率　

  （２）連結財政状態

総  資  産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

  

 平成１５年３月期

 平成１４年３月期

              百万円

７５５，１３７

６８０，８５２

              百万円

  ３７９，７２４

  ３６１，３０６

                　％

      　５０．３

   　   ５３．１

              千円

　　　　３２３

　　　　３１７

　（注） 期末発行済株式数　平成１５年３月期　１,１７４,９０２.６０株　平成１４年３月期　１,１３８,７４６株

  （３）連結キャッシュフローの状況

営業活動による

キャッシュフロー

投資活動による

キャッシュフロー

財務活動による

キャッシュフロー

現金及び現金同等物

期   末   残   高
              百万円               百万円               百万円              百万円

 平成１５年３月期

 平成１４年３月期

  　５５，６２９

４０，７６７

△ ２２，９８８

△　４２，６８５

  　△２２,４０６

　　　２,１０３

６５，１６４

４９，４４４

 

  （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数　１２１社　持分法適用非連結子会社数　２社　持分法適用関連会社数　２社

  （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規）　　１８社　（除外）　１社　持分法（新規）　０社　(除外)　１社
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１．企業集団の状況

当社グループ(YKK(株)(以下、当社という。)及び当社の関係会社)は、子会社 136 社及び関連会社４社で構成さ

れ、ファスニング、建材、ファスニング加工機械及び建材加工機械等の製造・販売を主な事業内容とし、更に各

事業に関連するアルミ地金販売、金融及びその他のサービス等の事業活動を展開している。なお、一部の関係会

社では複数の事業活動を展開している。

当社グループ内の各主要事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであり、

各主要事業と事業の種類別セグメントは同一である。

【ファスニング事業】

　ファスニング製品等を当社、YKK U.S.A.社ほか子会社 87 社及び YKK フィリピン社ほか関連会社１社が製造

及び販売しており、一部は当社グループ内で仕入れて再販売している。

【建材事業】

建材製品を当社、YKK  AP㈱ほか子会社 18 社が製造及び販売している。

    

【工機事業】

ファスニング加工用機械、建材加工用機械ほかを当社ほか４社が製造し、主に、当社グループ内の各会社に販

売している。

    

【その他の事業】

アルメリカ社ほか子会社２社がアルミ地金の販売に携わっており、主に当社で輸入している。YKK コーポレ

ーション・オブ・アメリカほか子会社５社が在外子会社の管理統轄を行っている。その他、ファイナベスト社

ほか子会社１社で金融、(株)ワイケイケイ保険サービスほか子会社 18 社及び関連会社２社でその他のサービス

等の事業活動を行っている。

なお、当社グループは、当連結会計年度より、「工機」事業を事業区分「その他の事業」から区分掲記するこ

ととした。また、同時に、事業区分「建材」に含めていたアルミ精錬事業を「その他の事業」に事業区分を変

更した。（「セグメント情報　1.事業の種類別セグメント情報」参照）

     前連結会計年度との数値比較においては、変更後の当連結会計年度の事業区分に組替えて記載している。

     また、YKK アーキテクチュラルプロダクツ㈱は、YKK  AP㈱に社名変更した。
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以上の事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　 外　　　　部　　　　顧　　　　客

Y　　K　　K　　㈱

国　内　会　社

YKK ファスニング

プロダクツ販売㈱

YKK AP㈱

YKK 不動産㈱

フ
ァ
ス
ニ
ン
グ

建　

材

そ
の
他
の
事
業

　子会社　　　８社

他７社

他 14 社

　子会社　　　６社

在　外　会　社

YKK U.S.A.社

YKK AP ｱﾒﾘｶ社

YKK ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ･ｵﾌﾞ･
ｱﾒﾘｶ

フ
ァ
ス
ニ
ン
グ

建　

材

そ
の
他
の
事
業

　子会社　　80 社

　関連会社　 ２社

他 8１社

　子会社　　13 社

他 1６社

　子会社　　16 社

　関連会社　 １社

他 12 社 他５社

工　

機

アドバンステック㈱

　子会社　　　１社

　子会社　　14 社

　関連会社　 １社

工　

機

蘇州 YKK 工機会社

他２社

　子会社　　 3 社
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２．経営成績

当連結会計年度における内外経済情勢をみると、米国経済は在庫調整が終了し緩やかな回復基調

にあったが、企業会計問題を背景とした株安やイラク戦争の影響で不透明な状況となった。また、

欧州経済は景気悪化が鮮明になるものの、アジア諸国経済は個人消費の増加と輸出の伸びに伴い回

復基調をたどった。

　一方わが国経済は、産業の空洞化・デフレ懸念・不良債権問題などの構造上の問題により企業の

再編・淘汰が進み、雇用情勢の悪化を招くという停滞感の強い年であった。

このような経済環境の下、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、引き続き

積極的な新製品の導入と一層の顧客対応力の強化・顧客満足度の向上につとめてきた。また、数年

来進めてきた建材事業の組織統合、再編の一環として平成14年10月1日に YKK  AP（株）（旧YKKア

ーキテクチュラルプロダクツ（株））を当社の完全子会社とした。その結果、当連結会計年度の業績

は、売上高は 473,307 百万円と前連結会計年度に比べ 108,753 百万円（+29.8％）の増収となった。

また、利益については、営業利益が 27,738 百万円と前連結会計年度に比べ 8,131 百万円

（+41.5％）、経常利益が 20,639 百万円と前連結会計年度に比べ 4,163 百万円（+25.3％）の増益とな

った。また、当期純利益は厚生年金基金の代行部分返上益 8,509 百万円が計上されたこともあり、

13,452 百万円と前連結会計年度に比べ 6,059 百万円（+82.0％）の増益となった。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。

【ファスニング事業】

　ファスニング事業は、世界的な先行き不透明感が続く中、日本は縫製業の海外移転が進んだため

売上が低迷した。一方、中国を中心とする東アジア地域では、世界の縫製基地としての役割が強ま

り、売上高も好調に推移した。このような状況下、営業・製造全般にわたり事業再構築に着手した

結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は為替換算の影響を受け 193,072 百万円

と前連結会計年度に比べ 5,456 百万円（△2.7％）の減収となったものの、北中米主要子会社の業績

回復と東アジア子会社の業績好調により、営業利益は 27,718 百万円と前連結会計年度に比べ 6,894

百万円（+33.1％）の増益となった。

【建材事業】

　建材事業は、国内需要の低迷が続き、価格競争が依然として厳しい中、当社の建材製造事業本部

と YKK AP グループが「あたかも一つの会社」の如く、完成度の高い商品の開発体制と地域ごとの供

給体制を構築し、合理化の追求とコストダウンの推進に取り組んできた。また、前述のごとく平成

14 年 10 月 1 日に YKK AP（株）を当社の完全子会社とした。

その結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は 273,366 百万円と前連結会計年度に比

べ 116,302 百万円（+74.1％）の増収となり、営業利益は 2,881 百万円と前連結会計年度に比べ 563

百万円（+24.3％）の増益となった。

【工機事業】

工機事業は、海外建材工場での押出関連設備や素材工場設備などのエンジニアリング対応は好調

であったが、仕上げ関連を中心としたファスニング設備が低調であったため、売上高（セグメント

間の内部売上高を含む）は、26,538 百万円と前連結会計年度に比べ 3,992 百万円（△13.1％）の減

収となり、営業利益は 1,890 百万円と前連結会計年度に比べ555 百万円（△22.7％）の減益となった。

【その他の事業】

　その他の事業は、海外における業績は総じてほぼ前年並であったが、国内においては経済の回復

の立遅れを受け売上高、営業利益ともに低調であった。その結果、売上高（セグメント間の内部売

上高を含む）は、25,041 百万円と前連結会計年度に比べ 1,930 百万円（△7.2％）の減収となり、

営業利益は 399 百万円と前連結会計年度に比べ 475 百万円（△54.3％）の減益となった。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。

　なお、前連結会計年度との数値比較においては、「セグメント情報　２．所在地別セグメント情

報」に記載のとおり、所在地区分の変更を行ったため、変更後の当連結会計年度の所在地区分に組

替えて記載している。

【日　本】

　ファスニング業界では市場動向はデフレ傾向が顕著となり、顧客である縫製業界の海外生産への
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移行が一層進み国内販売は減少した。一方、アジアを中心とした海外関連会社への製品・半製品な

どの販売は増加した。建設業界では、公共投資の減少や住宅投資の低調などにより市場の縮小傾向

が続くという厳しい事業環境の下、当社グループでは、建材事業の組織統合・再編を強力にすすめ

てきた。その結果、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は 327,312 百万円と前連結会計年

度に比べ 114,429 百万円（+53.8％）の増収となり、営業利益は 9,952 百万円と前連結会計年度に

比べ 1,816 百万円（+22.3％）の増益となった。

【北　中　米】

　米国の景気停滞感からくる消費低迷傾向の継続、縫製業界の他地域への生産移行もあり、ファス

ナー事業の売上は減少傾向であったが、繊維・樹脂事業、スナップ・ボタン事業の回復により現地

通貨ベースではほぼ前年並の売上となった。建材事業では、YKKAP アメリカ社において加工工場

の建設に続き押出機の増設を行った。

北中米の売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は為替換算の影響を受け 56,537 百万円と

前連結会計年度に比べ 4,348 百万円（△7.1％）の減収、営業利益では、2,333 百万円と 2,459 百万

円の増益となった。

【南　米】

経済的なファンダメンタルの弱さが為替に現れて円貨ベースでは大幅な減収減益となった。

売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は 5,048 百万円と前連結会計年度に比べ 2,138 百万円

（△29.8％）の減収、営業利益は 718 百万円と前連結会計年度に比べ 354 百万円（△33.0％）の減

益となった。

【欧　州・中　東・アフリカ】

　北部欧州地域は、縫製業界の生産移行に伴い販売が減少したが、その受け皿となったトルコ・東

欧・南アフリカで販売を大きく伸ばし、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は 43,961 百万

円と前連結会計年度に比べ 2,492 百万円（＋6.0％）の増収、営業利益は 5,674 百万円と前連結会計

年度に比べ 1,250 百万円（+28.3％）の増益となった。

【東アジア】

　世界の工場としての地位がますます向上しており縫製産業の規模も拡大し、ファスニングの新規

投資による顧客へのサービス体制の充実が奏効した。建材事業では、YKKAP 深 社が当期より操

業を開始し、また、YKKAP 蘇州社が創立された。

売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は為替換算の影響もあり、55,876 百万円（△1.1％）

と前連結会計年度に比べ 631 百万円の微減収であったが、営業利益においては 7,571 百万円と前連

結会計年度に比べ 2,521 百万円（+49.9％）の大幅増益となった。

【南アジア・大洋州】

　インド、バングラディッシュ、スリランカ、ベトナムなどへのファスニング事業の新規投資によ

る顧客への供給体制ならびにサービス体制の強化が販売増につながった。一方、建材事業では市況

の悪化を受け、事業状況は厳しいものとなった。

売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は 38,238 百万円と前連結会計年度に比べ 2,117 百万

円（△5.2％）の減収、営業利益においては 1,478 百万円と 2,385 百万円（△61.7％）の大幅な減益

となった。

３．対処すべき課題

今後の経済動向については、米国経済が不透明感を増す中、我が国経済も弱含みの展開が続き、

当社を取り巻く経営環境についても依然として厳しい状況が続くものと予想される。

　このような見通しの下、ファスニング事業では、厳しい国内市場に対処するために、国内営業体

制の再構築に着手し、平成15年2月1日をもって当社のファスニング国内営業部を分割し、ＹＫＫフ

ァスニングプロダクツ販売(株)を新たに設立し、顧客密着型の営業、販売強化を目指すと共に効率

的な組織体制作りを行っていく。また、縫製業の海外移転に対処するために、特に日本と東アジア

との協働・協調体制を強めていく。また製造部門においても、空洞化の進む国内市場での対応策と

して、徹底したコスト削減プロジェクトの推進と生産技術力の一層の強化に取り組んでいく。

　建材事業では、公共投資の減少、住宅投資の低迷が続き、市場環境は引き続き厳しいことが予想

される。こうした事業に対応して、従来の新築住宅だけでなく、ストック住宅に対するリフォー

ム・リモデル需要を視野に入れた事業展開を加速させていく。
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　商品面では、ウィンドウ基幹商品を、業界をあげて推進されている「住宅サッシの新寸法体系」に

期を合わせ、リニューアルする。また、「安全・安心」をコンセプトとして、防犯対策としての商品

開発にも取り組んでいく。

製造部門では継続したライン・商品毎の徹底したコストダウンと、供給部門との連携による受注

生産対応を充実させていく。供給部門では、地域ブロック毎に拠点を活用し、商品の完成度を高め、

最適供給体制を目指すとともに、アフターサービス・メンテナンスなどのサービス化も推進してい

く。

　また、厳しさを増す事業環境に対して、収益基盤をより安定的なものにするために、平成15年10月

1 日をもって当社の建材事業をＹＫＫ ＡＰ（株）に対して吸収分割することとした。これまで、当

社の建材事業とＹＫＫ ＡＰ(株)とがあたかも一つの会社の如く一体となってＹＫＫグループの建材

事業の運営を行ってきたが、この完全一体化によって、事業環境の変化に即した施策を機動的に実

行できる建材事業の経営体制が構築されることとなるものと確信している。

工機事業では、ファスニング事業と建材事業の中核事業の事業競争力強化を図るため、各々のプ

ロジェクト・テーマに係る開発目標を明確化し、目標達成に向けた価値創造と技術のブレークスル

ーを推進して行く。また、事業体質の向上を図るため、技術力強化をめざした人的基盤の強化と要

素技術力の向上、海外工機拠点の分業体制整備、戦略機種に対する海外部品調達の推進、納期短縮

や生産効率のための製造改革、および適正規模化を推進していく。

　今後、事業のグローバル経営が増々進む中で、連結経営体制を強化していく必要がある。連結経

営体制におけるＹＫＫグループ本社機能を明確にするために、平成15年4月1日をもって本社の組織

機能を見直した。その変更の中で、新たに研究開発センターが発足した。これまで行ってきたファ

スニング事業、建材事業の商品づくりの基盤となる金属、樹脂等の材料技術及びその応用・プロセ

ス技術の開発に加え、将来の更なる事業競争力に繋げるためにも、世界の技術潮流を敏感に捉えつ

つ、より一層事業競争力の向上、商品力強化に努めていく。

平成 15 年度は前年度の収益回復を単年度の回復で終わることなく、持続的に収益拡大を図ってい

くための道筋を示す重要な年と位置付けている。そのためにも、将来の事業構造の変化、顧客ニー

ズの方向性を見極めて、真の事業競争力を高めるため事業構造改革とブランド強化を思いきってす

すめていく所存である。



　連　結　貸　借　対　照　表　

（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成14年３月31日現在） （平成15年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％

 流　　動　　資　　産 　 275,955   40.5   　 349,654   46.3   　 73,699    

現 金 及 び 預 金 　 51,697    　 70,864    　 19,167    

受取手形及び売掛金 　 82,472    　 138,341   　 55,869    

有 価 証 券 　 1,869     　 1,055     △ 814       

た な 卸 資 産 　 107,448   　 127,812   　 20,364    

繰 延 税 金 資 産 　 3,847     　 6,844     　 2,997     

短 期 貸 付 金 　 16,943    　 -         △ 16,943    

そ の 他 　 14,073    　 10,034    △ 4,039     

貸 倒 引 当 金 △ 2,396     △ 5,297     △ 2,901     

　 　 　

 固　　定　　資　　産 　 404,896   59.5   　 405,482   53.7   　 586       

有 形 固 定 資 産 　 331,516   48.7   　 330,831   43.8   △ 685       

建 物 及 び 構 築 物 　 147,945   　 143,868   △ 4,077     

機械装置及び運搬具 　 101,235   　 97,425    △ 3,810     

土 地 　 65,365    　 70,266    　 4,901     

建 設 仮 勘 定 　 4,497     　 5,062     　 565       

そ の 他 　 12,472    　 14,209    　 1,737     

　 　 　

無 形 固 定 資 産 　 12,639    1.9    　 14,816    2.0    　 2,177     

営 業 権 　 240       　 254       　 14        

連 結 調 整 勘 定 　 4,379     　 3,753     △ 626       

そ の 他 　 8,019     　 10,808    　 2,789     

　 　 　

投資その他の資産 　 60,740    8.9    　 59,833    7.9    △ 907       

投 資 有 価 証 券 　 24,691    　 19,547    △ 5,144     

長 期 貸 付 金 　 9         　 483       　 474       

繰 延 税 金 資 産 　 23,716    　 23,510    △ 206       

そ の 他 　 12,529    　 25,581    　 13,052    

貸 倒 引 当 金 △ 206       △ 9,290     △ 9,084     

　 　 　

　 　 　

資　　産　　合　　計 　 680,852   100.0  　 755,137   100.0  　 74,285    
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（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成14年３月31日現在） （平成15年３月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％

 流　　動　　負　　債 　 177,325   26.0   　 227,711   30.2   　 50,386    

支払手形及び買掛金 　 49,244    　 68,507    　 19,263    

短 期 借 入 金 　 46,538    　 41,328    △ 5,210     

一年内返済予定の長期借入金 　 10,259    　 8,417     △ 1,842     

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 5,000     　 -         △ 5,000     

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 10,000    　 10,000    　 -         

未 払 法 人 税 等 　 1,194     　 6,657     　 5,463     

繰 延 税 金 負 債 　 449       　 172       △ 277       

賞 与 引 当 金 　 6,565     　 15,458    　 8,893     

従 業 員 等 預 り 金 　 23,757    　 32,244    　 8,487     

そ の 他 　 24,314    　 44,926    　 20,612    

　 　 　

 固　　定　　負　　債 　 132,437   19.5   　 137,498   18.2   　 5,061     

社 債 　 47,345    　 33,510    △ 13,835    

長 期 借 入 金 　 17,718    　 9,280     △ 8,438     

繰 延 税 金 負 債 　 5,059     　 5,322     　 263       

退 職 給 付 引 当 金 　 58,379    　 82,318    　 23,939    

役員退職慰労引当金 　 777       　 1,566     　 789       

そ の 他 　 3,158     　 5,499     　 2,341     

　 　 　

負　　債　　合　　計 　 309,763   45.5   　 365,210   48.4   　 55,447    

（ 少 数 株 主 持 分 ） 　 　 　

 少　数　株　主　持　分 　 9,782     1.4    　 10,202    1.3    　 420       

　 　 　

（ 資　本　の　部 ） 　 　 　

資　　　本　　　金 　 11,387    1.7    　 -         -      △ 11,387    

資　本　準　備　金 　 14,451    2.1    　 -         -      △ 14,451    

連　結　剰　余　金 　 352,715   51.8   　 -         -      △ 352,715   

その他有価証券評価差額金 　 438       0.1    　 -         -      △ 438       

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 17,685    △2.6  　 -         -      　 17,685    

資　　本　　合　　計 　 361,306   53.1   　 -         -      △ 361,306   

資　　　本　　　金 　 -         -      　 11,922    1.6    　 11,922    

資　本　剰　余　金 　 -         -      　 32,922    4.3    　 32,922    

利　益　剰　余　金 　 -         -      　 364,171   48.2   　 364,171   

その他有価証券評価差額金 　 -         -      　 46         0.0 　 46        

為 替 換 算 調 整 勘 定 　 -         -      △ 29,022    △3.8  △ 29,022    

自 　己　 株　 式 　 -         -      △ 316        △0.0 △ 316       

資　　本　　合　　計 　 -         -      　 379,724   50.3   　 379,724   

負債、少数株主持分及び資本合計 　 680,852   100.0  　 755,137   100.0  　 74,285    
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　連　結　損　益　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成13年4月 1日から 平成14年4月 1日から 増減金額 対前連結

平成14年3月31日まで 平成15年3月31日まで 会計年度比

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

売     上      高   　 364,554   100.0  　 473,307   100.0  　 108,753 129.8   

売   上   原   価 　 256,858   70.5  　 318,738   67.3  　 61,880  124.1   

売   上   総  利  益 　 107,695   29.5  　 154,569   32.7  　 46,874  143.5   

販売費及び一般管理費 　 88,088    24.1  　 126,831   26.8  　 38,743  144.0   

営    業    利    益 　 19,607    5.4   　 27,738    5.9   　 8,131   141.5   

　 　 　

営  業  外  収  益 　 9,664     2.6   　 4,856     1.0   △ 4,808   50.2    

受 取 利 息 　 1,237     　 1,222     △ 15      98.8    

受 取 配 当 金 　 263       　 181       △ 82      68.8    

固 定 資 産 貸 与 料 　 3,138     　 865       △ 2,273   27.6    

雑 収 入 　 5,024     　 2,587     △ 2,437   51.5    

　 　 　

営  業  外  費  用 　 12,795    3.5   　 11,955    2.5   △ 840     93.4    

支 払 利 息 　 4,827     　 3,643     △ 1,184   75.5    

貸与資産減価償却費 　 1,177     　 806       △ 371     68.5    

雑 損 失 　 6,789     　 7,505     　 716     110.5   

　 　

経    常    利    益 　 16,475    4.5   　 20,639    4.4   　 4,164   125.3   

　 　 　

特   別   利   益 　 3,760     1.0   　 9,966     2.1   　 6,206   265.1   

固 定 資 産 売 却 益 　 791       　 1,044     　 253     132.0   
子 会 社 の 所 有 す る
親 会 社 株 式 売 却 益 　 2,478     　 -         △ 2,478   -       

厚 生 年 金 基 金
代 行 部 分 返 上 益 　 -         　 8,509     　 8,509   -

そ の 他 　 491       　 412       △ 79      83.9    

　 　 　

特   別   損   失 　 4,317     1.1   　 6,596     1.4   　 2,279   152.8   

固 定 資 産 売 却 損 　 2,379     　 296       △ 2,083   12.4    

固 定 資 産 除 却 損 　 844       　 2,482     　 1,638   294.1   

投資有価証券評価損 　 -         　 2,001     　 2,001   -

退 職 給 付 費 用 　 -         　 942       　 942     -
会 計 基 準 変 更 時
差 異 費 用 処 理 額 　 374       　 438       　 64      117.1   

そ の 他 　 719       　 434       △ 285     60.4    

　 　 　

税金等調整前当期純利益 　 15,918    4.4   　 24,009    5.1   　 8,091   150.8   

法人税、住民税及び事業税 　 8,196     2.2   　 11,023    2.3   　 2,827   134.5   

法  人  税 等 調 整 額 △ 2,489     △0.6 △ 1,306     △0.2 　 1,183   52.5    

少　数　株　主　利　益 　 2,818     0.8   　 839       0.2   △ 1,979   29.8    

当   期   純   利   益 　 7,393     2.0   　 13,452    2.8   　 6,059   182.0   
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　連　結　剰　余　金　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成13年4月 1日から 平成14年4月 1日から 増減金額

平成14年3月31日まで 平成15年3月31日まで

科　目 金　　額 金　　額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 347,204        -               △ 347,204 
　

連 結 剰 余 金 増 加 高 134            -               △ 134     
持分法適用会社の合併に伴う剰余金増加高 134            -               △ 134     

　
連 結 剰 余 金 減 少 高 2,016          -               △ 2,016   

配 当 金 1,887          -               △ 1,887   
役 員 賞 与 108            -               △ 108     
（ う ち 監 査 役 賞 与 ） 3)(            -               　 -       
連 結 子 会 社 減 少 に 伴 う 剰 余 金 減 少 高 20             -               20      

　
当　　期　　純　　利　　益 7,393          -               △ 7,393   

　
連 結 剰 余 金 期 末 残 高 352,715        -               △ 352,715 

（ 資本剰余金の部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 -              14,451          14,451  

資 本 剰 余 金 増 加 高 18,470          18,470  
株 式 交 換 に よ る 新 株 の 発 行 -              18,470          18,470  

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 -              32,922          32,922  

（ 利益剰余金の部 ）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 -              352,715         352,715 

利 益 剰 余 金 増 加 高 -              13,535          13,535  
当 期 純 利 益 -              13,452          13,452  
連 結 子 会 社 増 加 に 伴 う 剰 余 金 増 加 高 -              79              79      
持分法適用会社の合併に伴う剰余金増加高 -              1               1       
在外子会社の資産再評価に係る増加高 -              2               2       

利 益 剰 余 金 減 少 高 -              2,079           2,079   
配 当 金 -              2,049           2,049   
役 員 賞 与 -              29              29      
（ う ち 監 査 役 賞 与 ） -              3)(             3)(     

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 -              364,171         364,171 

連結貸借対照表注記

前連結会計年度 当連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 538,370        百万円 566,866         百万円

２．受取手形割引高 708            百万円 156             百万円

３．保証債務 955            百万円 751             百万円
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　連結キャッシュ・フロー計算書　
（単位：百万円）

期　別 前連結会計年度 当連結会計年度

平成13年4月 1日から 平成14年4月 1日から 増減金額
平成14年3月31日まで 平成15年3月31日まで

科　目 金　　額 金　　額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 15,918      　 24,009      　 8,091   
減 価 償 却 費 　 43,843      　 42,353      △ 1,490   
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 　 386         　 324         △ 62      
貸倒引当金の増減額（減少：△） 　 740         △ 1,007       △ 1,747   
退職給付引当金の増減額（減少：△） 　 3,018       △ 2,463       △ 5,481   
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 1,501       △ 1,403       　 98      
支 払 利 息 　 4,827       　 3,643       △ 1,184   
持分法による投資損益（投資利益：△） 　 776         　 198         △ 578     
投資有価証券評価損益（戻入益：△） 　 2,000       　 2,090       　 90      
有 形 固 定 資 産 除 却 損 　 844         　 2,482       　 1,638   
有形固定資産売却損益（売却益：△） 　 1,588       △ 748         △ 2,336   
子会社の所有する親会社株式売却益 △ 2,478       　 -           　 2,478   
売 上 債 権 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ） 　 18,370      △ 23,519      △ 41,889  
たな卸資産の増減額（増加：△） △ 15,686      　 13,773      　 29,459  
仕 入 債 務 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） △ 1,946       △ 1,361       　 585     
そ の 他 △ 7,484       　 6,270       　 13,754  
     小   計 　 63,218      　 64,643      　 1,425   
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 　 1,540       　 1,522       △ 18      
利 息 の 支 払 額 △ 4,898       △ 3,747       　 1,151   
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 19,092      △ 6,788       　 12,304  

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 40,767      　 55,629      　 14,862  

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　
短期貸付金の純増減額（増加：△） 　 9,424       　 16,879      　 7,455   
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 5,014       △ 6,650       △ 1,636   
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 　 5,841       　 1,960       △ 3,881   
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,299       △ 136         　 1,163   
有価証券の償還・売却による収入 　 2,027       　 1,238       △ 789     
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 50,282      △ 37,655      　 12,627  
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 　 2,832       　 2,493       △ 339     
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,941       △ 3,022       △ 81      
無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 　 4           　 156         　 152     
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,124       △ 125         　 999     
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 　 141         　 3           △ 138     
連結子会社株式の追加取得による支出 △ 2,293       △ 34          　 2,259   
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 　 -           　 1,931       　 1,931   
長 期 貸 付 に よ る 支 出 △ 5           △ 5           　 -       
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 　 5           　 5           　 -       
株 式 交 換 に 伴 う 交 付 金 支 出 　 -           △ 26          △ 26      
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 42,685      △ 22,988      　 19,697  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　
短期借入金の純増減額（減少：△） 　 1,958       　 10,437      　 8,479   
コマーシャル・ペーパーの発行による収入 　 15,000      　 -           △ 15,000  
コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △ 10,000      △ 5,000       　 5,000   
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 　 6,482       　 768         △ 5,714   
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 12,426      △ 12,644      △ 218     
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 　 -           △ 13,484      △ 13,484  
子会社の所有する親会社株式の売却による収入 　 3,780       　 -           △ 3,780   
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 　 -           △ 0           △ 0       
配 当 金 の 支 払 額 △ 1,887       △ 2,049       △ 162     
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 802         △ 433         　 369     
財務活動によるキャッシュ・フロー 　 2,103       △ 22,406      △ 24,509  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 　 1,924       △ 2,257       △ 4,181   
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 　 2,110       　 7,976       　 5,866   
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 　 47,348      　 49,444      　 2,096   
Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 14          　 -           　 14      
Ⅷ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 　 -           　 7,661       　 7,661   
Ⅸ 子会社合併による現金及び現金同等物の増加額 　 -           　 82          　 82      
Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高 　 49,444      　 65,164      　 15,720  

 11
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【連結財務諸表作成のための基本となる事項】

1.　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社………………………………… 121 社

主要な連結子会社は、YKK ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ、YKK U.S.A.社、YKK AP ｱﾒﾘｶ社、YKK
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社、YKK ﾄﾙｺ社、YKK 中国社、YKK 台湾社、YKK ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ･ｱｼﾞｱ社、
YKK ｱﾙﾐﾆｳﾑ・ｵｰｽﾄﾗﾘｱ社、YKK  AP㈱であります。

    ①　新設により増加した連結子会社………　10 社
　　　　YKK インシュランスカンパニー・オブ・アメリカ、YKK ロシア社、YKK チェコ社、

YKK チュニジア製造会社、YKK 中国社、名古屋ファスナー上海社、YKKAP 蘇州社、
蘇州 YKK 工機会社、YKK ファスニングプロダクツ販売(韓国)社、YKK ファスニング
プロダクツ販売(株)

② 新たに株式を取得したことにより増加した連結子会社………　７社
YKKAP(株)、(株)YKKAP 沖縄、YKKAP エクステリア(株)、九州エクステリア工業
(株)、(株)YKKAP インストール沖縄、西部ファスナー(株)、大阪ファスナー販売(株)

　　③　事業規模の拡大により重要性が増加したことにより連結した子会社…………　1 社
YKK ニューマックス韓国社

　(2) 非連結子会社…………………………………1５社
　　スモールウェアーズ社、YKK アイルランド社、ファイナベスト社、YKK マルミ社、YKK

ジッパー・エジプト社、上海西部装飾制品有限公司、上海西部国際貿易有限公司、大阪ファ
スナー上海社、大阪ファスナー香港社、オーナー・グロス社、Y2K ホールディング社、ラ
マコ社、(株)プロス、アサヒレイテックス(株)、(株)ワイケイケイファイナンス

　 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由は次のとおりである。
　 非連結子会社 15 社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連結財務諸表に重要な影
響を及ぼしていないためである。
なお、オーバーシーズ・エクスポート社は清算により消滅し、YKKファイナンス・オラン
ダ社はYKKホールディング・ヨーロッパ社に吸収合併された。

また、名古屋ファスナー香港社は YKK ファスニングプロダクツ販売(香港)社に、イース
ト・サン・ボタン社は YKK スナップ・ファスナーズ・アジア社に、YKK アーキテクチュ
ラルプロダクツ(株)は YKK AP(株)にそれぞれ社名変更した。

2.　持分法の適用に関する事項
　(1) 持分法適用会社………………………………４社
　　　非連結子会社　２社
　　　　ファイナベスト社、(株)ワイケイケイファイナンス
　　　関連会社　２社

　マラヤン・ジップス社、YKK フィリピン社
　(2) 持分法非適用会社……………………………15 社
　　　非連結子会社　13 社

スモールウェアーズ社、YKK アイルランド社、YKK マルミ社、YKK ジッパー・エジプ
ト社、上海西部装飾制品有限公司、上海西部国際貿易有限公司、大阪ファスナー上海
社、大阪ファスナー香港社、オーナー・グロス社、Y2K ホールディング社、ラマコ社、
(株)プロス、アサヒレイテックス(株)

　　　関連会社　２社
　　　　LY フィリピン社、(株)ニイカワポータル

持分法を適用していない上記 15 社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益
剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外して
いる。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社のうち西部ファスナー(株)、(株)名古屋ファスナークリエーション、(株)ファスニ

ング21、大阪ファスナー販売(株)の事業年度の末日は１月31日、YKKAP(株)、(株)YKKAP
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沖縄、YKKAPエクステリア(株)、九州エクステリア工業(株)、(株)YKKAPインストール沖
縄、YKKファスニングプロダクツ販売(株)、ワイケイケイ六甲(株)、(株)エッセン、(株)エム
テック、(株)テクナート、ワイケイケイ警備(株)、アドバンステック(株)の事業年度の末日は
３月31日であり、その他の連結子会社の事業年度の末日は12月31日である。連結財務諸表
の作成にあたり連結子会社は全て、確定決算財務諸表を使用しているが、事業年度の末日が

12月31日及び１月31日の連結子会社については、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては連結上、必要な調整を行っている。

　 なお、YKK AP(株)、(株)YKKAP沖縄、YKKAPエクステリア(株)、九州エクステリア工業

(株)、(株)YKKAPインストール沖縄は、決算期変更により、平成14年２月１日から平成15
年３月31日までの14ヶ月決算となっている。

4.　会計処理基準に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　a)　有 価 証 券       ：

① 満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

② その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は、部分資本直入法により処理
し、売却原価は主として移動平均法により算定している)
時価のないもの
移動平均法による原価法

　　b)　デリバティブ：
時価法

　　c)　たな卸資産：
　　　　当社及び国内連結子会社は、主として移動平均法による原価法を、また、在外連結子

会社は、主として総平均法による低価法を採用している。
　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産       ：

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降取得
した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は、主として定額
法を採用している。
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。
建物及び構築物………3～55 年
機械装置及び運搬具………2～15 年

　　　　無形固定資産：
当社及び国内連結子会社は定額法を採用し、自社利用のソフトウェアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。また、在外連結子
会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採用している。

　(3) 重要な引当金の計上基準
　　a)　貸倒引当金：

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。

　　b)　賞与引当金：
当社及び国内連結子会社では、従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当
期の負担額を計上している。

　　c)　退職給付引当金：
当社及び国内連結子会社では従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
会計基準変更時差異は、５年による均等額を費用処理している。過去勤務債務は、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理している。数理計
算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によりそれぞれ
発生の翌連結会計年度から按分した額を費用処理することとしている。
また、退職給付制度を有する在外連結子会社については、所在地国の会計基準におい
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て認められている会計処理により計上している。
　　d)　役員退職慰労引当金：

当社及び国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規によ
る期末要支給額を計上している。

　(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用につい
ては、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算している。

　(5) 重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として、繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替
予約等については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては
特例処理によっている。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の通りである。
a. ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建売上債権、外貨建買入債務、外貨建予定取引
b. ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金
③ ヘッジ方針

リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジして
いる。

④ ヘッジ有効性評価の方法
為替予約等及び金利スワップについては、それぞれ振当処理及び特例処理の要件を満た
しているため、有効性の評価を省略している。

　(7) 消費税等の会計処理の方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。
　(8) その他

在外連結子会社が採用している会計基準は、それぞれの国で一般に公正妥当と認められて
いる基準によっており、その属する国の法律に基づいて資産再評価を実施した連結子会社
は、その結果得られた再評価益を利益剰余金に含めている。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
① 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計
基準第１号）を適用している。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微で
ある。
なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本
の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成してい
る。

② １株当たり情報
当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２
号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第４号）を適用している。なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関
する注記」に記載している。

5.　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。
6.　連結調整勘定の償却に関する事項
　　連結調整勘定の償却については、10 年間の均等償却を行っている。ただし、金額の僅少で

あるものは、発生会計年度において全額償却している。
7.　利益処分項目等の取扱いに関する事項
　　連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成している。
8.　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き
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出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について、僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。

（表示方法の変更；連結貸借対照表関係）
前連結会計年度まで区分掲記していた｢短期貸付金｣(当連結会計年度 514 百万円)は、重要性
が減少したため、当連結会計年度より流動資産の｢その他｣に含めて表示することとした。

（追加情報；退職給付会計）
　　当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代

行部分について、平成 15 年１月 1 日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の許可を受け
た。当社及び一部の国内連結子会社は｢退職給付会計に関する実務指針(中間報告)｣(日本公
認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号)第 47－2 項に定める経過措置を適用し、当該認
可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみ
なして処理している。本処理に伴う損益に与えた影響額等については、｢退職給付に関する
注記｣に記載している。
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【連結キャッシュ・フロー計算書関係】 
 (単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

(平成14年３月31日現在)

現金及び預金 51,697

有価証券 1,869

計 53,566

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△4,121

現金及び現金同等物 49,444
 

1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

(平成15年３月31日現在)

現金及び預金 70,864

有価証券 1,055

計 71,920

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金他 

△6,755

現金及び現金同等物 65,164
 

2. 重要な非資金取引の内容 

該当取引なし 

2. 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結した子会社２社の連

結開始時の資産及び負債の合計額の内訳並びに株

式の取得価額と取得のための支出（純額）との関

係は次のとおりである。 

 

 流 動 資 産         8,202 

  固 定 資 産     2,035 

  連 結 調 整 勘 定     △325 

 流 動 負 債     △5,695  

 固 定 負 債    △3,444 

 少 数 株 主 持 分     △606  

  株 式 の 取 得 価 額      166 

     現 金 及 び 現 金 同 等 物    △2,096  

   差引：取得のための支出    △1,931  

 

3. 重要な非資金取引の内容 

株式交換により新たに連結した子会社５社の連結

開始時の資産及び負債の合計額の内訳は次のとお

りである。また、株式交換により増加した資本金

及び資本剰余金は、それぞれ535百万円及び18,470

百万円である。 

   

   流 動 資 産    154,115 

   固 定 資 産        21,676 

   流 動 負 債     △124,267 

   固 定 負 債      △28,552  



ファイル名:A6YKK㈱決算短信03年3月（注記Ⅰ）.doc 更新日時:5/27/2003 10:09 PM 印刷日時:03/06/02 17:07 

 17

【リース取引関係】 
（借主側） (単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

(有形固定資産) 
その他 

1,941 1,116 825

合計 1,941 1,116 825

 

 
取得価額
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

機 械 装 置
及 び 運 搬 具

    113        48        65

(有形固定資産)
その他 

3,228 1,855 1,347

無形固定資産 45 9 35

合計 3,387 1,912 1,448

 
  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 359

１年超 465

合計 825
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 645

１年超 867

合計 1,512
 

 (3) 支払リース料等 

支払リース料 440

減価償却費相当額 440
 

 (3) 支払リース料等 

支払リース料 700

減価償却費相当額 653

支払利息相当額 11
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法（一部の連結子会社では利息

法）により算定している。 

2. オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

１年内 75

１年超 121

合計 197
 

2. オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

１年内 74

１年超 104

合計 178
 

 



ファイル名:A6YKK㈱決算短信03年3月（注記Ⅰ）.doc 更新日時:5/27/2003 10:09 PM 印刷日時:03/06/02 17:07 

 18

  
（貸主側） (単位：百万円) 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及

び期末残高 

 取得価額 
減価償却 
累計額 

期末残高

機械装置 
及び運搬具 

― ― ―

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及

び期末残高 

 取得価額
減価償却 
累計額 

期末残高

(有形固定資産)
その他 

605 363 241

無形固定資産 331 151 180

合計 937 515 421

 
  
 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ―

１年超 ―

合計 ―
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 368

１年超 459

合計 828
 

(注) ― (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定している。 

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 0

減価償却費 0
 

 (3) 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 213

減価償却費 35
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【有価証券関係】 

当連結会計年度 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成15年３月31日現在）        （単位：百万円） 

区  分 
連結貸借対照表

計 上 額 
時 価 差 額 

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの） 

①国債・地方債等 

②その他 
67

180

 

72 

186 

5

6

小 計 247 259 11

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの） 

①国債・地方債等 

②その他 
4

41

 

4 

41 

－

△0

小 計 46 46  △0

合  計 294 305 11

 

2. その他有価証券で時価のあるもの（平成15年３月31日現在）          （単位：百万円） 

区  分 取得原価 
連結貸借対照表 

計 上 額 
差 額 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

①株式 

②債券 

  国債・地方債等 

その他 

1,089

174

155

 

1,191 

 

180 

163 

102

5

8

小 計 1,418 1,534 115

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

株式 3,804

 

3,435 △ 368

小 計 3,804 3,435 △ 368

合  計 5,223 4,970 △ 252

 

3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

  売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

4. 時価のない主な有価証券の内容（平成15年３月31日現在） 

  その他有価証券                  （単位：百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額
非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,544

 

5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成15年３月31日現在） 

                                       （単位：百万円） 
区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

①債券 

   国債・地方債 

   社債 

   その他 

33

－

235

116

1

307

 

－ 

－ 

72 

－

－

－

合  計 269 424 72 －
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【デリバティブ取引関係】 

 

1. 取引の状況に関する事項 

 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(1) 取引の内容 

当社及び当社の関係会社の一部は、為替予約及

び金利スワップ取引を利用している。 

(2) 取引に対する取組方針 

  当社及び当社の関係会社の一部は、為替変動

リスク及び金利変動リスクをヘッジするため

に実需の範囲内でデリバティブ取引を行うと

いう基本方針に従い取り組んでいる。 

(3) 取引の利用目的 

  当社及び当社の関係会社の一部は、為替予約

取引は輸出入取引などに係わる為替変動リス

クに備える目的で利用し、金利スワップ取引

は変動金利支払の借入金に係わる将来の金利

上昇がキャッシュフローに及ぼすリスクに備

える目的で利用している。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会

計を行っている。 

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

為替予約 外貨建売上債権・外貨建買入

債務・外貨建予定取引 

金利スワップ 借入金 

 ② ヘッジ方針 

   リスク管理に関する内部規定に基づき為替

変動リスク及び金利変動リスクをヘッジし

ている。 

 ③ ヘッジ有効性の評価方法 

為替予約等及び金利スワップについては、

それぞれ振当処理及び特例処理の要件を満

たしているため、有効性の評価を省略して

いる。 

(4) 取引に係わるリスクの内容 

  当社及び当社の関係会社の一部が利用してい

る為替予約取引及び金利スワップ取引は、為

替変動リスク及び金利変動リスクの市場リス

クを有しているが、これらの取引は、連結貸

借対照表上の資産・負債の有するリスクを相

殺するようにしているためこれらの取引のも

たらすリスクは重要なものではない。なお、

デリバティブ取引の相手方は、信用度の高い

金融機関に限られており、相手方の契約不履

行による信用リスクはほとんどないと認識し

ている。 

(5) 取引に係わるリスク管理体制 

  デリバティブ取引の実行及び管理は、当社で

は財務部が、当社の関係会社ではそれぞれの

当該管理部門が、グループ内規定に従い行っ

ているが、営業取引に係わる為替予約取引の

一部は事業部などと事前に協議を行ってい

る。 

(1) 取引の内容 

  同左 

 

(2) 取引に対する取組方針 

  同左 

 

 

  

(3) 取引の利用目的 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

同   左  

  

 

 

 

 ② ヘッジ方針 

   同   左 

 

 

 ③ ヘッジ有効性の評価方法 

   同   左 

 

 

 

(4) 取引に係わるリスクの内容 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 取引に係わるリスク管理体制 

  同左 
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(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説

明 

  当社グループは外貨建債権債務の為替変動リ

スクを回避するために為替予約取引等を行っ

ており、当連結会計年度末のヘッジ対象であ

る外貨建債権債務の為替変動リスクを減殺し

ている。 

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説

明 

  同   左 
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2. 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

      (単位：百万円)

前連結会計年度 
（平成14年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成15年３月31日現在） 

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

区分 種類   うち１年超     うち１年超   

為替予約取引    

 売建    

  米ドル 1,822 ― 1,995 △173 926 ―  919 6

 買建    

  円 4 ― 4 △0 ― ―  ―  ― 

  米ドル 51 ― 52 0 96 ―  95 △1

  豪ドル 660 ― 687 26 ― ―  ―   ― 

市場
取引
以外
の取
引 

  英ポンド ―  ― ― ―   ―    ―    ―   ― 

合計 ―  ― ―  △145   ― ―  ―  5

 

前連結会計年度 
平成13年３月31日現在 

 当連結会計年度 
平成14年３月31日現在 

(注)1. 期末の時価は先物為替相場により算定して

いる。 

  2. ヘッジ会計が適用されているものについ

ては、記載対象から除いている。 

 (注)1. 同左 

 

2. 同左 
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【退職給付関係】 

 

当連結会計年度 

1. 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、主として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設け

ており、一部の国内連結子会社では適格退職年金制度を設けている。当厚生年金基金は、昭和42年10月１日に

設立されている。なお、当社及び国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成15年1月1日に厚

生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けた。 

 なお、一部の在外連結子会社でも退職給付制度を設けている。 

2. 退職給付債務に関する事項(平成15年３月31日現在) 

(単位：百万円)

 イ 退 職 給 付 債 務 △161,689 

 ロ 年 金 資 産 42,378 

 ハ 未 積 立 退 職 給 付 債 務(イ＋ロ) △119,311 

 ニ 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額 △440 

 ホ 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 37,050 

 ヘ 未 認 識 過 去 勤 務 債 務 383 

 ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △82,318 

 チ 前 払 年 金 費 用 ― 

 リ 退 職 給 付 引 当 金(ト－チ) △82,318 

(注) 1. 厚生年金基金の代行部分返上に関し、｢退職給付会計に関する実務指針(中間報告)｣(日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第13号)第47－2項に定める経過措置を適用し、厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の認可を受けた日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消

滅したものとみなして会計処理している。なお、平成15年3月31日現在において測定された年金資

産の返還相当額は51,791百万円である。 

    2. 一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用している。 

3. 退職給付費用に関する事項(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

(単位：百万円)

 イ 勤 務 費 用(注)１ 7,915 

 ロ 利 息 費 用 5,915 

 ハ 期 待 運 用 収 益 △2,714 

 ニ 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 費 用 処 理 額(注)２ 438 

 ホ 数 理 計 算 上 の 差 異 の 費 用 処 理 額 1,264 

 ヘ 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △242 

ト 連結子会社の合併による未認識債務償却(注)２ 942 

 チ 退 職 給 付 費 用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ+ト) 13,519 

リ 厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益(注)３ △8,509 

          計 5,009 

(注) 1. 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。 

2. 特別損失として計上している。 

3. 特別利益として計上している。 

4. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割 引 率 3.0％ 

ハ 期 待 運 用 収 益 率 4.0％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 14年～15年(発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

による。) 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 13年～18年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することとしている。) 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ５年 
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【税効果会計関係】 

 

前連結会計年度 
(平成14年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成15年３月31日現在) 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円)

 繰 延 税 金 資 産 

  退職給付引当金 17,597 

  未 実 現 利 益 4,485 

  繰 越 欠 損 金 3,351 

  そ の 他 5,468 

 繰延税金資産小計 30,902 

評 価 性 引 当 額 △655 

繰延税金資産合計 30,247 

 繰 延 税 金 負 債  

  減 価 償 却 費 △5,241 

  そ の 他 △2,950 

 繰延税金負債合計 △8,191 

 繰延税金資産の純額 22,055 

  (注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれている。 

     流動資産 ― 繰延税金資産  4,893 

     固定資産 ― 繰延税金資産  25,353 

          流動負債 ― 繰延税金負債  1,496 

     固定負債 ― 繰延税金負債   6,695 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円)

 繰 延 税 金 資 産 

  退職給付引当金 25,717 

  賞 与 引 当 金 5,722 

  未 実 現 利 益 5,290 

  繰 越 欠 損 金 3,741 

  そ の 他 8,333 

 繰延税金資産小計 48,805 

評 価 性 引 当 額 △15,696 

繰延税金資産合計 33,109 

 繰 延 税 金 負 債  

  減 価 償 却 費 △4,248 

  そ の 他 △3,999 

 繰延税金負債合計 △8,248 

 繰延税金資産の純額 24,860 

  (注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれている。 

     流動資産 ― 繰延税金資産  6,844 

     固定資産 ― 繰延税金資産  23,510 

          流動負債 ― 繰延税金負債   172 

     固定負債 ― 繰延税金負債   5,322 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(単位：％)

当社の法定実効税率         41.0 

(調整) 

   子会社が適用する税率
差による利益 

△14.7 

間接税額控除 △15.1 

受取配当金の消去 15.3 

    評 価 性 引 当 額 4.1 

    永久差異に該当する項目 3.2 

   そ の 他 2.1 

 税効果会計適用後の法人
税等の負担率 

35.9 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の100分の５以下であ

るため、連結財務諸表規則第15条の5第3項に基づ

き、記載を省略している。 

 

3. 在外子会社における当期の税率変更により、繰延税

金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)

が14百万円減少し、当期費用計上された法人税等の

金額が同額増加している。 

3. 地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律

第9号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴

い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算（ただし、平成16年4月1日以降解消が

見込まれるものに限る。）に使用した法定実効税

率が変更された。その結果、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）が422百万

円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等

調整額が423百万円、その他有価証券評価差額金が

0百万円、それぞれ増加している。また、在外子会

社における当期の税率変更により、繰延税金負債

の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)が24

百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人

税等調整額の金額が同額減少している。 
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前連結会計年度 
(平成14年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成15年３月31日現在) 

4. 連結決算日後に在外子会社において、法人税率の引

き下げが行われた。この引き下げにより繰延税金負

債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)が25

百万円減少し、翌期費用計上される法人税等の金額

が同額減少することになる。 

4.                 

 



【セグメント情報】

１.事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位:百万円）

合　計 消去又は全社 連　結
Ⅰ 売上高及び営業損益

 　売      上      高

(1)外 部 売 上 高 364,554 -        364,554   
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

37,474  37,474)(  -         

計 402,028 37,474)(  364,554   
　 営　　業　　費　　用 375,845 30,898)(  344,947   
　 営　　業　　利　　益 26,182  6,575)(   19,607    
Ⅱ 資産、減価償却費

　 及び資本的支出

資              産 662,187 18,664   680,852   
減  価  償  却  費 42,900  943      43,843    
資  本  的  支  出 53,191  811)(     52,379    

　(注) 1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。
　　　 2. 各事業の主な製品
　　　　(1) ファスニング ……… 各種ファスナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、 ボタンほか
　　 　 (2) 建　　　　材 ……… 住宅用サッシ、ビル用サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部品
　　 　 (3) その他の事業 ……… ファスニング加工用機械、建材加工用機械、不動産ほか
　　　 3. 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6,697百万円であり、当社の研究開発本部、
　　　 　 総務部・経理部等の管理部門に係わる費用である。
　　　 4. 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は262,528百万円であり、その主なものは当社の
　　　 　 余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発本部、管理部門に係る資産である。
　　　 5. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれている。

当連結会計年度（平成14年４月１日～平成15年３月31日） （単位:百万円）

合　計 消去又は全社 連　結
Ⅰ 売上高及び営業損益

 　売      上      高

(1)外 部 売 上 高 473,307 -        473,307   
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

44,711  44,711)(  -         

計 518,019 44,711)(  473,307   
　 営　　業　　費　　用 485,129 39,560)(  445,569   
　 営　　業　　利　　益 32,890  5,151)(   27,738    
Ⅱ 資産、減価償却費

　 及び資本的支出

資              産 782,185 27,048)(  755,137   
減  価  償  却  費 42,291  62       42,353    
資  本  的  支  出 39,055  1,709    40,764    

　(注) 1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。
　　　 2. 各事業の主な製品
　　　 (1) ファスニング ……… 各種ファスナー、ファスナー用部品、ファスナー材料、スナップ・ファスナー、ボタンほか
　　　 (2) 建　　　　材 ……… 住宅用サッシ、ビル用サッシ、室内建具、エクステリア、形材製品、建材用部品
　　　 (3) 工　　　　機 ……… ファスニング加工用機械、建材加工用機械
　　　 (4) その他の事業 ……… 不動産、アルミ精錬、在外子会社管理統括ほか
　　　 3. 営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6,483百万円であり、当社の研究開発本部、
　　　 　 総務部・経理部等の管理部門に係わる費用である。
　　　 4. 資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は280,312百万円であり、その主なものは当社の
　　　 　 余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発本部、管理部門に係る資産である。
　　　 5. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれている。

13,581  1,412   3,217   
17,368  474     1,985   

24,079  
19,226  

273,270 1,546   

96      24,992  

283,176 

36      

193,072 
165,353 
27,718  

3,291      

193,036 5,454   

その他

207,003    171,203    
14,235     3,747      

2,925      2,433      

158,061    45,437     
155,136    43,004     

24,916     
35,242     

157,992    8,448      

69         36,989     

283,981    

415        

198,529    
177,704    
20,824     

ファスニング 建　材

ファスニング 建材 工機

198,113    

14,657     

その他

314,682 21,379  162,947 

270,485 24,648  24,642  
2,881   1,890   399     

19,586  

273,366 26,538  25,041  
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　　　 6. 事業区分の方法の変更
　　　　　(1) 従来、「その他の事業」に含めていた「工機」事業（ファスニング加工用機械、建材加工用機械ほか製
　　　　　　　造・販売）は、連結経営体制再構築に伴い重要な事業区分として位置付けられたことにより、当連結会
　　　　　　　計年度より区分掲記することとした。なお、前連結会計年度の｢売上高｣は、「工機」30,531百万円、
　　　　　　　「その他の事業」14,906百万円、「営業費用」は、「工機」28,085百万円、「その他の事業」14,918百万円、
　　　　　　　「営業利益」は、「工機」2,445百万円、「営業損失」は、「その他の事業」12百万円である。また、前連結
　　　　　　　会計年度の「資産」は、「工機」23,486百万円、「その他の事業」147,717百万円、「減価償却費」は、
　　　　　　　「工機」1,532百万円、「その他の事業」2,215百万円、「資本的支出」は、「工機」1,362百万円、「その他
　　　　　　　の事業」1,929百万円である。
　　　　　(2) アルミ地金の製造・販売を行っている「アルミ精錬事業」は、従来、その関連性から「建材」事業に含
　　　　　　　めて事業区分としていたが、当連結会計年度より、当社グループを取り巻く世界的な市場構造の変化に
　　　　　　　対応すべく事業再編が開始され、連結経営体制が「ファスニング」、「建材」、「工機」及び「その他
　　　　　　　の事業」に再構築される中で「アルミ精錬事業」の管理区分が「建材」とは別の事業区分と変更された
　　　　　　　ことに伴い、事業の種類別セグメント情報を当社グループにおける管理体制に合致させ、現状及び今後
　　　　　　　の各事業展開の状況をより適切に開示するため、「その他の事業」に含めて記載することに変更した。
　　　　　　　この変更により、従来の方法に比べて、「建材」の「売上高」は1,001百万円減少、「営業費用」は51百万
　　　　　　　円増加、「営業利益」は1,053百万円減少し、「その他の事業」の「売上高」、「営業費用」及び
　　　　　　　「営業利益」はそれぞれ12,036百万円、11,321百万円、715百万円増加し、「消去又は全社」の「売上
　　　　　　　高」、「営業費用」はそれぞれ11,035百万円、11,372百万円減少、「営業利益」は337百万円増加した。
　　　　　　　また、「建材」の「資産」、「減価償却費」及び「資本的支出」はそれぞれ18,452百万円、302百万円、
　　　　　　　268百万円減少し、「その他の事業」の「資産」、「減価償却費」及び「資本的支出」はそれぞれ
　　　　　　　19,460百万円、302百万円、268百万円増加し、「消去又は全社」の「資産」は1,007百万円減少した。

　　　　　　　なお、当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分した前連結会計年度のセグメント情報は、
　　　　　　　以下のとおりである。

前連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位:百万円）

合　計 消去又は全社 連　結
Ⅰ 売上高及び営業損益

 　売      上      高

(1)外 部 売 上 高 364,554 -        364,554   
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

48,542  48,542)(  -         

計 413,096 48,542)(  364,554   
　 営　　業　　費　　用 386,634 41,687)(  344,947   
　 営　　業　　利　　益 26,462  6,855)(   19,607    
Ⅱ 資産、減価償却費

　 及び資本的支出

資              産 663,965 16,887   680,852   
減  価  償  却  費 42,900  943      43,843    
資  本  的  支  出 53,191  811)(     52,379    35,242  14,258  1,362   2,328   

24,916  13,931  1,532   2,519   

ファスニング 建材 工機 その他

198,113 156,994 2,180   7,265   

415     69      28,351  19,705  

198,529 157,064 30,531  26,971  
177,704 154,746 28,085  26,097  
20,824  2,317   2,445   874     
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283,981 187,598 24,331  168,053 



２.所在地別セグメント情報

前連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位:百万円）

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 364,554 
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

-       

計 364,554 

　営　　業　　費　　用 344,947 

　営　　業　　利　　益 19,607  

Ⅱ 資産 680,852 

(注) 1.　国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域
　　　 (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度によっている。
　　　 (2) 各区分に属する主な国または地域
　　　 　①　北　　　　米………………アメリカ、カナダほか
　　　 　②　欧　　　　州………………イギリス、ドイツほか
　　　 　③　ア 　ジ 　ア………………中国、インドネシアほか
　　　 　④　その他の地域………………ブラジル、オーストラリアほか
　　 2.　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6,697百万円であり、当社の研究開発本部、
  　　　 総務部・経理部等の管理部門に係る費用である。
　　 3.　資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は262,528百万円であり、その主なものは当社の
   　　　余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発本部、管理部門に係る資産である。

当連結会計年度（平成14年４月１日～平成15年３月31日） （単位:百万円）

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 473,307 
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

-       

計 473,307 

　営　　業　　費　　用 445,569 

　営　　業　　利　　益 27,738  

Ⅱ 資産 755,137 

　　(注) 1.　国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域
　　　　　 (1) 国または地域の区分の方法……地理的近接度によっている。
　　　　　 (2) 各区分に属する主な国または地域
　　　　　　 ①　北中米……………………… アメリカ、カナダほか
　　　　　　 ②　南米………………………… ブラジル、アルゼンチンほか
　　　　　　 ③　欧州・中東・アフリカ…… イギリス、ドイツほか
　　　　　　 ④　東アジア…………………… 中国、韓国ほか
　　　　　　 ⑤　南アジア・大洋州………… インドネシア、オーストラリアほか
　　　 　2.　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は6,483百万円であり、当社の研究開発本部、
             総務部・経理部等の管理部門に係る費用である。
　　　 　3.　資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は280,312百万円であり、その主なものは当社の
             余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、研究開発本部、管理部門に係る資産である。
　　　 　4. 所在地区分の変更
　　　    　従来、国または地域の区分は、地理的近接度による｢北米｣、｢欧州｣、｢アジア｣及び｢その他の地域｣に区分する方法に
            よっていたが、当社グループを取り巻く世界的な市場構造の変化に対応すべく、事業再編が開始され、連結経営
            体制も「日本」を核とする「北中米」、｢南米｣、「欧州・中東・アフリカ」、 「東アジア」及び「南アジア・大洋州」
            の世界６極体制に再構築されることから、当該情報を当社グループの管理体制に合致させ、その有用性を高め、
            現状及び今後の各地域の事業展開の状況をより適切に開示するため、当連結会計年度より、地理的近接度を
            ベースに事業活動の相互関連性を加味して行うべく、｢その他の地域｣に含めていた中米地域を｢北米｣に含め
            ｢北中米｣とし、｢その他の地域｣に含めていた南米地域を｢南米｣とし、｢その他の地域｣に含めていた、中東地域と
            アフリカ地域を｢欧州｣に含め｢欧州･中東･アフリカ｣とし、｢アジア｣に含めていた、東アジア地域を｢東アジア｣とし、
            ｢その他の地域｣に含めていた、大洋州地域を｢アジア｣に含め｢南アジア・大洋州｣とし、｢その他の地域｣を廃止する
            セグメンテーションに変更した。この変更により、従来の方法に比べて、｢北中米｣の｢売上高｣、｢営業費用｣、
            ｢営業利益｣及び｢資産｣はそれぞれ1,911百万円、1,778百万円、132百万円、1,491百万円増加し、｢欧州･中東･アフリカ｣
            の｢売上高｣、｢営業費用｣、｢営業利益｣及び｢資産｣はそれぞれ7,993百万円、5,022百万円、2,971百万円、4,994百万円
            増加し、｢南アジア･大洋州｣の｢売上高｣、｢営業費用｣、｢営業利益｣及び｢資産｣はそれぞれ11,947百万円、11,299百万円、
            647百万円、20,646百万円増加し、｢消去又は全社｣の｢売上高｣、｢営業費用｣、｢営業利益｣及び｢資産｣はそれぞれ
            1,658百万円、1,456百万円、201百万円、5,756百万円増加した。　

　   　　 　なお、当連結会計年度において用いた国または地域の区分の方法により区分した前連結会計年度のセグメント情報は、
          　以下のとおりである。

27,729   

703,177  

28

473,307  

53,666   

526,974  

499,244  

595,568  

合　計

55,953   

420,508  

397,941  

22,567   

合　計

364,554  

消去又は全社

-       

55,953)(  

55,953)(  

52,993)(  

2,960)(   

85,283  

消去又は全社

-       

53,666)(  

53,666)(  

53,675)(  

8       

51,959  

38,238 

36,760 

1,478  

69,239 

55,876 

48,304 

7,571  

98,795 

25,301 

12,936 

53,776 

2,099  

43,961 

38,286 

5,674  

47,915 

43,341 

620    

5,048  

4,330  

718    

7,189  

5,028  

19     

56,537 

54,204 

2,333  

58,001 

51,905 

4,632  

327,312 

317,359 

9,952  

422,036 

293,954 

33,357 

29,614   

23,972   

5,641    

45,083   

79,297   

5,023    

21,260   

8,354    

84,320   

77,040   

7,280    

148,018  

32,917   

1,803    

297,172  

58,969   

59,263   

△294

64,348   

212,882  

40,945   

204,746  

53,851   

5,117    

34,721   

2,488    

32,232   

8,135    

その他日本 北米 欧州 アジア

東アジア
南アジア・
大洋州

177,912  

日本 北中米 南米
欧州･
中東･
アフリカ

34,969   

 ･



前連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日） （単位:百万円）

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売      上      高

(1)外 部 売 上 高 364,554 
(2)セグメント間内部
   売上高又は振替高

-       

計 364,554 

　営　　業　　費　　用 344,947 

　営　　業　　利　　益 19,607  

Ⅱ 資産 680,852 

３.海外売上高

Ⅰ 海　外　売　上　高

Ⅱ 連　結　売　上　高

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(%)  

Ⅰ 海　外　売　上　高

Ⅱ 連　結　売　上　高

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(%)  

　 (注) 　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額である。

前連結会計年度（平成13年４月１日～平成14年３月31日）

当連結会計年度（平成14年４月１日～平成15年３月31日）

396,868  

22,420   

588,519  

4,423  5,050  3,863  

204,746 61,012 

364,554  

54,734   

419,288  

合　計

51,920)(  

2,813)(   

92,332  92,875 74,791 

消去又は全社

-       

54,734)(  

54,734)(  

297,172 66,391 12,574 44,712 

51,457 36,492 

8,135  △126 1,072  

6,114  37,044 

56,507 40,356 7,187  41,468 

34,969 3,604  

212,882 60,886 

133    820    

54,873 26,784 

1,634  13,572 

177,912 57,281 7,054  40,648 

東アジア
南アジア・
大洋州日本 北中米 南米

欧州･
中東･
アフリカ

29

473,307

38.9

計

194,296

364,554

53.3

計

184,094

 ･
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　  平成 １５ 年 ３ 月期     個別財務諸表の概要　　　　　　平成１５年５月２９日

会 社 名    ＹＫＫ株式会社           　　　　　       上 場 の 有 無      非上場

本 社 所 在 地             東京都千代田区神田和泉町１番地

問 合 せ 先    責任者役職名　　上席常務　グループ経営センター長    

                       氏　　　　名   坂田　保　　　　　　　　　 ＴＥＬ  (03)3864-2044

定時株主総会開催日    平成１５年６月２６日                          中間配当制度の有無　　　無

                          単元株制度採用の有無　　無

１．平成１５年３月期の業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

  （１）経営成績                                    （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

     　　売　　上　　高    　　営　業　利　益    　　経　常　利　益

 平成１５年３月期

 平成１４年３月期

              百万円      ％

  ２２３，７８９（　１６．７）

  １９１，８２４（△１３．６）

           百万円       ％

  　１，９２１（　　　－　）

  △１，６５３（　　　－　）

           百万円       ％

  　８，０８１（　２５．９）

  　６，４２０（△６０．８）

当　期　純　利　益 １株当たり

当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

 平成１５年３月期

 平成１４年３月期

              百万円      ％

    　５，２８９（　　７．５）

    　４，９２０（△４８．０）

               円

   　４，５１２

   　４，４６２

         ％

   １．８

   １．８

          ％

    １．６

    １．３

         ％

  　３．６

３．３

    （注） １．期中平均株式数     平成１５年３月期 １,１６５,５０６.９６株

    　　　 　　　　　　　　　     平成１４年３月期 １,１０２,７４６株

    　　　 ２．会計処理の方法の変更   なし 

    　　　 ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

  （２）配当状況

       １株当たり年間配当金

 中  間   期     末

   配当金総額

   （年  間）

配当性向 株 主 資 本

配 当 率

円 円 円 百万円 ％ ％

平成１５年３月期 旧株　１,８００ － １，８００ ２，０９７ ３９．９ ０．７

新株　　９００ － 　　９００

平成１４年３月期  　  １,８００ － １，８００ ２，０４９ ４０．３ ０．７

  （３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり

株 主 資 本

              百万円               百万円                ％             千円

 平成１５年３月期

 平成１４年３月期

  ５１６，４６７

  ４９１，３７２

  ２９８，４１９

  ２７６，５６７

       ５７．８

       ５６．３

      ２５０

      ２４２

(注１)　期末発行済株式数　平成１５年３月期　１,１９２,２７１.７０株　　平成１４年３月期　　１,１３８,７４６株　

(注２)　期末自己株式数　　平成１５年３月期　　　 　　 　１０.１０株　　平成１４年３月期　　            　― 株



　比　較　貸　借　対　照　表　

（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　資　産　の　部　） ％ ％

 流　　動　　資　　産 　 157,824   32.1   　 162,077   31.4   　 4,253    

現 金 及 び 預 金 　 18,320   　 22,850   　 4,530    

受取手形及び売掛金 　 48,663   　 68,686   　 20,023   

有 価 証 券 　 1,492    　 802      △ 690      

た な 卸 資 産 　 52,091   　 49,332   △ 2,759    

繰 延 税 金 資 産 　 1,324    　 3,614    　 2,290    

短 期 貸 付 金 　 31,201   　 13,860   △ 17,341   

そ の 他 　 4,917    　 3,014    △ 1,903    

貸 倒 引 当 金 △ 188      △ 84       　 104      

　 　 　

 固　　定　　資　　産 　 333,548   67.9   　 354,389   68.6   　 20,841   

有 形 固 定 資 産 　 161,207   32.8   　 152,904   29.6   △ 8,303    

建 物 及 び 構 築 物 　 82,129   　 78,018   △ 4,111    

機械装置及び運搬具 　 42,619   　 38,234   △ 4,385    

土 地 　 30,287   　 30,304   　 17       

建 設 仮 勘 定 　 414      　 1,041    　 627      

そ の 他 　 5,755    　 5,304    △ 451      

　 　 　

無 形 固 定 資 産 　 2,940    0.6   　 3,563    0.7   　 623      

ソ フ ト ウ ェ ア 　 1,827    　 2,892    　 1,065    

そ の 他 　 1,113    　 670      △ 443      

　 　 　

投資その他の資産 　 169,400   34.5   　 197,922   38.3   　 28,522   

投 資 有 価 証 券 　 10,572   　 7,925    △ 2,647    

関 係 会 社 株 式 　 107,303   　 137,523   　 30,220   

関係会社長期貸付金 　 33,050   　 33,926   　 876      

繰 延 税 金 資 産 　 16,875   　 16,837   △ 38       

そ の 他 　 1,697    　 1,752    　 55       

貸 倒 引 当 金 △ 98       △ 43       　 55       

　 　 　

資　　産　　合　　計 　 491,372   100.0  　 516,467   100.0  　 25,095   
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（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

（平成14年3月31日現在） （平成15年3月31日現在） 増減金額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（　負　債　の　部　） ％ ％

 流　　動　　負　　債 　 107,017   21.8   　 132,275   25.6   　 25,258   

支払手形及び買掛金 　 30,613   　 29,637   △ 976      

短 期 借 入 金 　 11,395   　 32,003   　 20,608   

一年内返済予定の長期借入金 　 7,111    　 7,365    　 254      

コマーシャル・ペーパー 5,000    　 -        △ 5,000    

一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 10,000   　 10,000   　 -        

未 払 法 人 税 等 　 -        　 2,953    　 2,953    

未 払 消 費 税 等 　 -        　 1,764    　 1,764    

賞 与 引 当 金 　 5,972    　 9,130    　 3,158    

従 業 員 等 預 り 金 　 22,752   　 22,133   △ 619      

そ の 他 　 14,172   　 17,288   　 3,116    

　 　 　

 固　　定　　負　　債 　 107,787   21.9   　 85,772   16.6   △ 22,015   

社 債 　 40,000   　 30,000   △ 10,000   

長 期 借 入 金 　 10,845   　 4,409    △ 6,436    

退 職 給 付 引 当 金 　 52,835   　 50,558   △ 2,277    

役員退職慰労引当金 　 583      　 633      　 50       

そ の 他 　 3,522    　 170      △ 3,352    

　 　 　

負　　債　　合　　計 　 214,804   43.7   　 218,048   42.2   　 3,244    

（ 資　本　の　部 ） 　 　 　

資　　　本　　　金 　 11,387   2.3   　 -        -     △ 11,387   

資　本　準　備　金 　 14,451   2.9   　 -        -     △ 14,451   

利　益　準　備　金 　 2,666    0.6   　 -        -     2,666    

その他の剰余金 　 247,626   50.4   　 -        -     △ 247,626   

その他有価証券評価差額金 　 435      0.1   　 -        -     △ 435      

資　　本　　合　　計 　 276,567   56.3   　 -        -     △ 276,567   

資　　　本　　　金 　 -        -     　 11,922   2.3   　 11,922   

資　本　剰　余　金 　 -        -     　 32,922   6.4   　 32,922   

利　益　剰　余　金 　 -        -     　 253,517   49.1   253,517   

その他有価証券評価差額金 　 -        -     　 56       0.0 　 56       

自 　己　 株　 式 　 -        -     △ 0         △0.0 △ 0        

資　　本　　合　　計 　 -        -     　 298,419   57.8   　 298,419   

負債資本合計 　 491,342   100.0  516,467   100.0  　 25,125   
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　比　較　損　益　計　算　書　
（単位：百万円）

期　別 前会計年度 当会計年度

平成13年4月 1日から 平成14年4月 1日から 増減金額 対前会計

平成14年3月31日まで 平成15年3月31日まで 年度比

科　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

売     上      高 　 191,824   100.0  　 223,789   100.0  　 31,965  116.7   

売   上   原   価 　 154,192   80.4   　 171,646   76.7   　 17,454  111.3   

売   上   総  利  益 　 37,631    19.6   　 52,142    23.3   　 14,511  138.6   

販売費及び一般管理費 　 39,285    20.5   　 50,220    22.4   　 10,935  127.8   

営    業    利    益 　  - -      　 1,921     0.9    　 1,921   -

営    業    損　　失 1,653     △ 0.9 　 -         -      　 1,653   -

　 　 　

営  業  外  収  益 　 15,152    7.9    　 12,679    5.7    △ 2,473   83.7    

受 取 利 息 　 1,123     　 946       △ 177     84.2    

受 取 配 当 金 　 6,460     　 4,680     △ 1,780   72.4    

固 定 資 産 貸 与 料 　 2,352     　 1,411     △ 941     60.0    

雑 収 入 　 5,215     　 5,641     　 426     108.2   

　 　 　

営  業  外  費  用 　 7,078     3.7    　 6,520     2.9    △ 558     92.1    

支 払 利 息 　 1,727     　 1,514     △ 213     87.7    

貸与資産減価償却費 　 1,154     　 773       △ 381     67.0    

雑 損 失 　 4,195     　 4,231     　 36      100.9   

　 　

経    常    利    益 　 6,420     3.3    　 8,081     3.6    　 1,661   125.9   

　 　 　

特   別   利   益 　 282       0.1    　 5,216     2.3    　 4,934   1,849.6 

貸倒引当金戻入額 　 269       　 165       △ 104     61.3    

前 期 損 益 修 正 益 　 -         　 34        　 34      -       

固 定 資 産 売 却 益 　 13        　 41        　 28      315.4   
厚 生 年 金 基 金
代 行 部 分 返 上 益

　 -         　 4,974     　 4,974   -

　 　 　

特   別   損   失 　 1,318     0.6    　 5,244     2.3    　 3,926   397.9   

固 定 資 産 売 却 損 　 21        　 83        　 62      -

固 定 資 産 除 却 損 　 972       　 2,060     　 1,088   -
会 計 基 準 変 更 時
差 異 費 用 処 理 額

　 325       　 84        △ 241     25.8    

投資有価証券評価損 　 -         　 2,026     　 2,026   -

子会社会社株式評価損 　 -         　 989       　 989     -

　 　 　

税引前当期純利益 　 5,384     2.8    　 8,053     3.6    　 2,669   149.6   

法人税、住民税及び事業税 　 2,600     1.3    　 4,750     2.1    　 2,150   182.7   

法  人  税 等 調 整 額 △ 2,135     △1.1  △ 1,986     △0.9  　 149     93.0    

当   期   純   利   益 　 4,920     2.6    　 5,289     2.4    　 369     107.5   
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　比 較 利 益 処 分 案　

（単位：百万円）

期　別
当会計年度 増減金額

科　目 金　　額 金　　額

当期未処分利益 5,918         6,308          　 390           
　

任意積立金取崩額 107           96             △ 11            
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 106           95             △ 11            
海外投資等損失積立金取崩額 1             1              　 -             

　
利益処分額 5,006         5,396          　 390           

配 当 金 2,049         2,097          　 48            
役 員 賞 与 15            30             　 15            
（うち監 査 役賞 与） 3)(           3)(            　 (    -)
任 意 積 立 金 2,941         3,268          　 327           

　
次期繰越利益 1,019         1,008          △ 11            

前会計年度
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【重要な会計方針】 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券  …………  償却原価法(定額法) 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 …  移動平均法による原価法 
 

(3) その他有価証券 

   時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は、部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定している) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 

2. デリバティブ 

   時 価 法 

 

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・半製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 … 移動平均法による原価法 
 
 

4. 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産………定 率 法 

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(附属設備を除く)については、定額法を採用している。なお、主な

耐用年数は以下のとおりである。 

   建物    …３～50年 

機械及び装置…５～15年 

   無形固定資産………定 額 法 

    ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してい

る。 

  

5. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収可能見込額を計上している。 

 

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上している。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。会計

基準変更時差異は５年による均等額を費用処理している。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間による定額法により費用処理している。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしている。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく当期末要支給額を計上している。 

 

6. リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

7. ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   原則として、繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理

によっている。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の通りである。 

   ヘッジ手段…為替予約 

   ヘッジ対象…外貨建売上債権・外貨建買入債務・外貨建予定取引 
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(3) ヘッジ方針 

   リスク管理に関する内部規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしている。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約等については、振当処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略している。 

 

8. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理の方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

(2)自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準 

当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用している。これに

よる当期の損益に与える影響は軽微である。なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本

の部については、改正後の財務諸表等規則により作成している。 

  (3)１株当たり情報 

当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用している。なお、これによる影響については、

「１株当り情報に関する注記」に記載している。 

 

 

【追 加 情 報】 
 

第   67   期 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 ) 

 

第   68   期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 ) 

 
 

          

                  

確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金

の代行部分について、平成１５年１月１日に厚生

労働大臣から将来分支給義務免除の許可を受け

た。 

当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告

第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用

し、当該認可の日において代行部分に係る退職給

付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものと

みなして処理している。 

本処理に伴う影響額は、特別利益として4,974百万

円計上されている。なお、当事業年度末における

返還相当額は、34,195百万円である。 
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【 注 記 事 項 】 

(貸 借 対 照 表 関 係) 

(単位：百万円) 

摘           要 
第   67   期 

(平成14年３月31日現在) 
第   68   期 

(平成15年３月31日現在) 

１ 関係会社に対する主な資産   

 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれ

ている関係会社に対する主なものは次のと

おりである。 

  

    受 取 手 形 146 175 

    売 掛 金 38,279 65,298 

    短 期 貸 付 金 31,201 13,860 

    

２ 担保資産   

  工場財団抵当に供している有形固定資産   

    建 物  19,972  19,581 

    土 地  622  622 

  投 資  有  価  証  券   492  179 

  計  21,087  20,384 

 上記資産は次の債務の担保に供している。   

   長 期 借 入 金 3,161 1,383 

    (１年内の返済予定額を含む)  (1,777) (541)

    

３ 会社が発行する株式の総数 普通株式   4,260,000株 普通株式   4,260,000株 

 発 行 済 株 式 総 数 普通株式   1,138,746株 普通株式  1,192,271.70株 

    

４ 自 己 株 式 の 総 数 ― 普通株式     10.10株 

    

５ 偶 発 債 務   

  金融機関からの借入に対する保証債務 11,790  11,009

 (被保証先) (金額) (被保証先) (金額)

 

  
YKKディベロップメン

ト・シンガポール社 
3,997  

  (US$30,000,000)

  
YKKアルミニューム・ 

オーストラリア社 
2,838

YKKアルミニューム・ 

オーストラリア社 
1,445

  (A$40,000,000) (A$20,000,000)

  
㈱名古屋ファスナ
ークリエーション 

677
㈱名古屋ファスナ
ークリエーション 

1,509

  YKKインドネシア社 1,182 YKKインドネシア社 1,186

  (US$8,873,000) (US$9,873,000)

   Y K K A P 深 セ ン 社 1,441

  (US$11,990,000)

   Y K K 韓 国 社 1,292

  (US$2,850,000他)

   大阪ﾌｧｽﾅｰ販売㈱ 1,990

  そ の 他 9 件 3,094 そ の 他 8 件 2,144

  (W6,500,000,000他) (US$6,426,295.65他)

  

上記の他、下記の会社等の借入債

務に対して、保証予約及び経営指

導念書等の差入れを行っている。

8,433

上記の他、下記の会社等の借入債

務に対して、保証予約及び経営指

導念書等の差入れを行っている。

4,009
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(単位：百万円) 

摘           要 
第   67   期 

(平成14年３月31日現在) 
第   68   期 

(平成15年３月31日現在) 

  (被保証先) (金額) (被保証先) (金額)

  Y K K ブ ラ ジ ル 社 2,547 Y K K ブ ラ ジ ル 社 1,944

  (US$19,117,647) (US$16,176,470.56)

  
㈱名古屋ファスナ
ークリエーション 

975  

  YKKインドネシア社 932 YKKインドネシア社 841

  (US$7,000,000) (US$7,000,000)

  そ の 他 1 0 件 3,978 そ の 他 4 件 1,223

  (US$5,000,00他) (US$5,000,00他)

  

６  期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処

理をしている。なお、当連結会計

年度の末日は金融機関の休日であ

ったため、期末日満期手形が以下

の科目に含まれている。 

 

    受 取 手 形 242  
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 (損益計算書関係) 

(単位：百万円) 

摘           要 
第   67   期 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

 

第   68   期 

(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

 
１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりである。   

   原 材 料 振 替 高  18  177 

   貯 蔵 品 振 替 高  652  676 

   固 定 資 産 振 替 高  7,211  6,992 

   雑 損 失 他 振 替 高  243  1,517 

  計  8,125  9,362 

２ 主な販売費及び一般管理費 販売費に属する費用のおおよ
その割合は79％であり、一般
管理費に属する費用のおおよ
その割合は21％である。主要
な費用及び金額は次のとおり
である。 

販売費に属する費用のおおよ
その割合は83％であり、一般
管理費に属する費用のおおよ
その割合は17％である。主要
な費用及び金額は次のとおり
である。 

   荷 造 運 搬 費  7,999  12,083 

   宣 伝 広 告 費  530  988 

   従 業 員 給 与 手 当  10,556  12,670 

   賞 与 引 当 金 繰 入 額  1,495  2,425 

   退 職 給 付 費 用  1,932  2,321 

   賃 借 料  1,806  3,162 

   減 価 償 却 費  2,827  3,635 

   委 託 手 数 料  2,238  1,932 

３ 関係会社との主な取引  売 上 高 164,604

 受 取 配 当 金 6,339

 受取 ﾛ ｲ ﾔ ﾘ ﾃ ｨ ｰ 4,398

 固定資産貸与料 2,183

 
 

 売 上 高 208,874

 受 取 配 当 金 4,577

 受取 ﾛ ｲ ﾔ ﾘ ﾃ ｨ ｰ 4,704

 固定資産貸与料 1,366

 
 

４ 固定資産売却益 固定資産売却益の内容は次の

とおりである。 

固定資産売却益の内容は次の

とおりである。 

  

 機 械 及 び 装 置 8

 車 両 及 び そ の 他 の
 陸 上 運 搬 具

1

 工具、器具及び備品 3

計 13
 

 機 械 及 び 装 置 23

 車 両 及 び そ の 他 の
 陸 上 運 搬 具

1

 工具、器具及び備品 0

そ   の    他 16

計 41
 

５ 固定資産売却損及び除却損 固定資産売却損の内容は次の

とおりである。 

固定資産売却損の内容は次の

とおりである。 

  

 機 械 及 び 装 置 15

 車 両 及 び そ の 他 の
 陸 上 運 搬 具

1

 工具、器具及び備品 4

計 21
 

 機 械 及 び 装 置 81

 車 両 及 び そ の 他 の
 陸 上 運 搬 具

1

 工具、器具及び備品 0

  そ   の    他 0

計 83
 

  
固定資産除却損の内容は次の
とおりである。 

固定資産除却損の内容は次の
とおりである。 

  

 建 物 106

 構 築 物 35

 機 械 及 び 装 置 470

 車両及びその他の
 陸 上 運 搬 具

6

 工具、器具及び備品 94

 そ の 他 4

 固定資産廃棄費用 255

計 972
 

 建 物 69

 構 築 物 31

 機 械 及 び 装 置 1,557

 車両及びその他の
 陸 上 運 搬 具

5

 工具、器具及び備品 98

 そ の 他 41

 固定資産廃棄費用 256

計 2,060
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摘           要 
第   67   期 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

 

第   68   期 

(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

 
６ 研究開発費の総額 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、

14,830百万円である。 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費は、

16,844百万円である。 

 

【リース取引関係】 
(単位：百万円) 

摘           要 
第   67   期 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

 

第   68   期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 ) 

 
 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引 

1. リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

1. リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

 

 
取 得
価 額
相当額

減 価
償 却
累計額
相当額

期末残高
相 当 額

工具、器具
及 び 備 品

1,599 975 623

車両及びそ
の他の陸上
運 搬 具

3 1 1

合 計 1,602 977 625

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減 価 
償 却 
累計額
相当額 

期末残高
相 当 額

工具、器具
及 び 備 品

1,256 598 657

車両及びそ
の他の陸上
運 搬 具

3 2 1

合 計 1,260 601 659

 
 2. 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 324

 １ 年 超 300

 合   計 625
 

2. 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 279

 １ 年 超 379

 合   計 659
 

 3. 支払リース料等 

支 払 リ ー ス 料 382

減価償却費相当額 382
 

3. 支払リース料等 

支 払 リ ー ス 料 398

減価償却費相当額 398
 

 4. 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

4. 減価償却費相当額の算定方法 

 同     左 

 (注) 取得価額相当額及び未経過リー

ス料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高相当額が有形

固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

(注) 同     左 

 

【有 価 証 券 関 係】 

前事業年度(自平成13年４月１日 至平成14年３月31日)及び当事業年度(自平成14年４月１日 

至平成15年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 



ファイル名:A10YKK㈱決算短信03年3月（重要な会計方針（単体））.doc 更新日時:5/29/2003 10:26 AM 印刷日時:03/06/02 17:10 

― 41 ― 

【税効果会計関係】 

 

第   67   期 第   68   期 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円)

  繰 延 税 金 資 産 

   賞与引当金損金算入限度超過額 1,427

   退職給付引当金損金算入限度超過額 16,093

   投 資 有 価 証 券 評 価 損 927

   減 価 償 却 費 償 却 超 過 額 277

   そ の 他 251

  繰 延 税 金 資 産 合 計 18,979

  繰 延 税 金 負 債 

   特 別 償 却 積 立 金 △238

   棚卸資産に含まれる損金算入限度 
   超 過 額 

△233

   そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △302

   そ の 他 △2

  繰 延 税 金 負 債 合 計 △778

  繰 延 税 金 資 産 の 純 額 18,200

  

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(単位：百万円)

  繰 延 税 金 資 産 

   賞与引当金損金算入限度超過額 3,376

   未払事業税否認   315

   退職給付引当金損金算入限度超過額 16,465

   減 価 償 却 費 償 却 超 過 額 250

   そ の 他 236

  繰 延 税 金 資 産 合 計 20,897

  繰 延 税 金 負 債 

   特 別 償 却 積 立 金 △210

   棚卸資産に含まれる損金算入限度 
   超 過 額 

△195

   そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △37

   そ の 他 △1

  繰 延 税 金 負 債 合 計 △445

  繰 延 税 金 資 産 の 純 額 20,452
 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(単位：％)

  法定実効税率 41.0

   (調整) 

    交際費等永久に損金に算入され 
    な い 項 目 

1.2

    受取配当金等永久に益金に算入 
    さ れ な い 項 目 

△3.0

    間 接 外 国 税 額 控 除 △28.5

    住 民 税 均 等 割 0.9

    そ の 他 △3.0

 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.6

  
 
 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(単位：％)

  法定実効税率 40.0

   (調整) 

    交際費等永久に損金に算入され 
    な い 項 目 

0.8

    受取配当金等永久に益金に算入 
    さ れ な い 項 目 

△1.4

    間 接 外 国 税 額 控 除 △12.0

    住 民 税 均 等 割 0.6

        税 率 変 更 4.0

    そ の 他 2.3

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.3

 

3.  地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第

9号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴

い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

（ただし、平成16年4月1日以降解消が見込まれる

ものに限る。）に使用した法定実効税率が変更さ

れた。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金

負債の金額を控除した金額）が322百万円減少し、

当期に計上された法人税等調整額が322百万円、そ

の他有価証券評価差額金が0百万円、それぞれ増加

している。 
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【１株当たり情報】 

 

 第   67   期 第   68   期 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 242,870円 250,296円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 4,462円 4,512円

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、転換社債等潜在株式がな

いため記載していない。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、転換社債等潜在株式

がないため記載していない。 

 

当期から「一株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計基準第

２号）及び「一株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第４号）を適用

している。なお、同会計基準及び適

用指針を前期に適用した場合の１株

当たり情報については、以下のとお

りとなる。 

１株当たり純資産額  242,870円 

１株当たり当期純利益  4,448円 

 

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
第   67   期 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

 

第   68   期 

(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

 
当期純利益（百万円） ― 5,289 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 30 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） ― 30 

普通株主に係る当期純利益（百万円） ― 4,512 

普通株式の期中平均株式数（千株） ― 1,165 

 

【発行済株式総数の増加】 
 

発行済株式総数 

年  月  日 

増減数 残 高 

摘   要 

平成 1 4年 1 0月１日 

株 

53,525.70 

株

1,192,271.70 YKKAP（株）との株式交換 
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【重要な後発事象】 

 

第   67   期 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 ) 

 

第   68   期 

(自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日)

 
当社は、建材事業における一層の市場競争力向上をめ

ざして、平成14年５月21日開催の取締役会において、Ｙ
ＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱を完全子会社とす
る旨の株式交換契約について決議し、同日付で株式交換
契約を締結した。同契約は、平成14年６月27日開催の当
社定時株主総会において承認された。 
株式交換の概要は以下のとおりである。 
(1) 株式交換の内容 

当社は、ＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱
と商法第352条ないし第363条に定める方法により
株式交換を行う。 

(2)株式交換の日 
平成１４年１０月１日 

(3)株式交換に際して発行する株式及び割当 
株式交換の日の前日の最終のＹＫＫアーキテクチ
ュラルプロダクツ㈱の株主名簿に記載された株主
及び同日の最終の同社の端株原簿に記載された端
株主に対して、当社は普通株式53,525.70株を新
たに発行し、割当交付する。 

(4)株式交換比率 
ＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱の普通株
式１株につき、当社の普通株式0.3株の割合をも
って割当交付する。但し、当社の所有するＹＫＫ
アーキテクチュラルプロダクツ㈱の普通株式
24,137株については、当社の普通株式は割り当て
ない。 

(5)株式交換交付金 
当社は、株式交換の日の前日のＹＫＫアーキテク
チュラルプロダクツ㈱の最終の株主名簿に記載さ
れた株主又は登録質権者に対し、その所有するＹ
ＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱の株式１株
につき150円の株式交換交付金を平成14年８月１
日から同年９月30日に至る期間の利益配当に代え
て、株式交換の日以後遅滞なく支払う。 

(6)増加すべき資本金及び資本準備金の額 
① 増加すべき資本金 
  増加すべき当社の資本金は535百万円 
② 増加すべき資本準備金 
  増加すべき当社の資本準備金は、株式交換の日

にＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱に現
存する純資産額に、ＹＫＫアーキテクチュラル
プロダクツ㈱の発行済株式の総数に対する株式
交換により当社に移転する株式の割合を乗じた
額から増加すべき資本金535百万円及びＹＫＫ
アーキテクチュラルプロダクツ㈱の株主に支払
うべき金額を控除した額とする。 

(7)配当起算日 
株式交換によって発行する普通株式53,525.70
株に対する利益配当金は、平成14年10月１日か
ら起算する。 

(8)ＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱の概要 
（平成１４年１月３１日現在） 

代表者    吉田 忠裕 
資本金   1,012百万円 
住 所   東京都千代田区神田和泉町１番地 
事業内容 建材製品の製造、販売及び施工 

(9)ＹＫＫアーキテクチュラルプロダクツ㈱の資産・負
債の状況（平成１４年１月３１日現在） 
流動資産 151,905百万円   流動負債  132,876百万円

固定資産  17,835 〃     固定負債   23,692 〃 

資産合計  169,741百万円    計      156,568百万円

資  本   13,172 〃  

                   資本負債合計 169,741百万円

 

当社は、建材事業の完全一体化により、厳しさを増す
事業環境に対して収益基盤をより安定的なものとするた
めに、平成15年５月21日開催の取締役会において、当社
建材事業を連結子会社であるＹＫＫ ＡＰ(株)に承継さ
せる吸収分割契約について決議し、同日付で吸収分割契
約を締結した。 
会社分割の概要は以下のとおりである。 
(1）会社分割の方法 
   当社の建材事業部をＹＫＫ ＡＰ(株)に承継さ

せる吸収分割とする。 
(2)分割期日 

平成１５年１０月１日 
(3)分割に際して発行する株式及び割当 

ＹＫＫ ＡＰ(株)は本分割に際して普通株式
797,444株を発行し、そのすべてを当社に割当
る。 

(4)分割すると見込まれる資産、負債の金額（平成15年
3月31日現在） 
資産の金額 169,673 百万円 
負債の金額  88,429  百万円 

 (5)ＹＫＫ ＡＰ(株)の概要（平成15年3月31日現在）
代表者    吉田 忠裕 
資本金   1,012百万円 
住 所   東京都千代田区神田和泉町１番地 
事業内容 建材製品の製造、販売及び施工 

(6)ＹＫＫ ＡＰ(株)の資産・負債の状況（平成15年3
月31日現在） 
流動資産 140,026百万円   流動負債  108,053百万円

固定資産  18,752 〃     固定負債   26,771 〃 

資産合計  158,779百万円    計      134,825百万円

資  本   23,954 〃  

                 資本負債合計 158,779百万円
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【役員の異動】（平成１５年６月２６日付予定）

１． 代表者の異動

代表取締役副会長　　北野　芳則　（取締役）

代表取締役副会長　　田家　清　　（取締役）

２． その他の役員の異動

（１） 新任取締役候補

取締役　　井上　輝男　（副社長　ファスニング事業本部長）

取締役　　竹島　清　　（上席常務　工機事業本部長）

取締役　　坂田　保　　（上席常務　グループ経営センター長）

取締役　　河崎　武志　（ＹＫＫ ＡＰ㈱取締役　副社長）

取締役　　柳田　幸男　（弁護士）

（２） 退任予定取締役

※ 西崎　誠次郎　（代表取締役副会長）

※ 村井　正義　　（代表取締役副会長）

森野　泰夫　　（取締役）

※ 西崎誠次郎、村井正義は、「特別顧問」に就任の予定

（３） 新任監査役候補

常勤監査役　　後藤　幸夫　（理事，ＹＫＫ ＡＰ㈱監査役）

（４） 退任予定監査役

鈴木　勇　　（常勤監査役）
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